
様式②-1

１　基本情報

フリガナ

（２）施設の所在地

電話番号

メールアドレス

（３）設置者名等

）

所在地

電話番号

メールアドレス

（３）代表者 フリガナ

氏　　名

電話番号

メールアドレス

（４）事業所責任者・管理者 フリガナ 有（資格の種類　　　　　　　　　　）

氏　　名 無

年

〒　

電話番号

メールアドレス

（5）緊急連絡先

（６）区分

（８）事業開始予定日

（10）利用料 利用料金（1時間当たり） 円

（11）キャンセル料
キャンセル料の有無

キャンセル料が発生する場合の理由

木更津市

（９）提供日・時間・
　　 提供を行わない日

（７）受入年齢 歳から 歳まで

生年月日 　　年　　月　　日 役職

教育職又は児童福祉事業の経験年数

資格の有無

生年月日 　　年　　月　　日 代表就任年月日 　　年　　月　　日

〒　

木更津市

役職

法人種別（

〒　

木更津市

乳児等通園支援事業実施計画書（一般型）

（１）施設名称



（12）給食・おやつ
給食の有無 費用 円

おやつの有無 費用 円

（１3）その他費用（実費徴収）

その他の費用の有無 内容 円

（1４）系列施設 有（系列施設数　　か所〔直営・FC〕うち千葉県内　　か所） 　無

施設種別 所在地

施設名称

施設種別 所在地

施設名称

施設種別 所在地

施設名称

２　職員配置等に関する調書

(１)　職員の配置状況 定員のすべてを受け入れする際の配置人数を記入してください。

職員数 人 人

専従者数 人 人

専任・
兼任の別

1

2

3

4

（２）利用定員

人 人 人 人

※利用定員については、年齢区分ごとに定めず、総数のみの定めでも可。

３　施設設備状況調書

（１）　施設設備

（有の場合その内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

敷地内 隣接地 連携施設 公園 その他

当該施設からの距離　　　　　　　　　ｍ （名称　　　　　　　　　　）

㎡

⑥その他の設備
（事務室・応接室等）

⑦屋外遊技場

場　所

面　積

④遊戯室

⑤便所

②ほふく室

③保育室

設備 室数
乳児等通園支援事業

を実施する面積
基準面積 設置階

①乳児室

計 ０歳 １歳 ２歳

保育士

保育士

保育士

施設長

職名 氏名 生年月日 資格 資格取得年月日 雇用年月日

うち保育士資格者数

うち保育士資格者数

3
開設年月日

2
開設年月日

1
開設年月日 　　　　　　年　　月　　日

（食事提供の具体的な内容）

費用



（２） 室別面積等

（各室の面積）※平面図を添付してください

（1.65㎡／人） （３．３㎡／人）

（1.65㎡／人） （３．３㎡／人）

（３．３㎡／人） （３．３㎡／人）

（３．３㎡／人） （３．３㎡／人）

（１．９８㎡／人） （１．９８㎡／人）

（３） 保育室、遊戯室等を２階以上に設置する場合の設備基準等

確認欄

ア

イ

２階 常用

避難用

３階 常用

避難用

４階
以上

常用

避難用

ウ

エ

オ

カ

キ

ク 　カーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施されていること。

　一般型乳児等通園支援事業所に調理設備(次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。以下このエにおいて同
じ。)を設ける場合には、当該調理設備以外の部分と当該調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造
の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合におい
て、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダン
パーが設けられていること。

①　スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられていること。

②　調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理設備の外部への延焼を防止す
るために必要な措置が講じられていること。

　壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしていること。

　保育室等その他乳幼児が出入りし、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を防止する設備が設けられていること。

　非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。

要件

　建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建
築物であること。

　保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲
げる設備が１以上設けられていること。

１　屋内階段
２　屋外階段

１　建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する
　　構造の屋内階段
２　待避上有効なバルコニー
３　建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
４　屋外階段

１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　屋外階段

１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備
３　屋外階段

１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
２　建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋外階段

１　建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段
　(ただし、同条第１項の場合においては、当該階段の構造は、建築物の１階から保育室等が設
　けられている階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニー又は付室(階段室が同条
　第３項第２号に規定する構造を有する場合を除き、同号に規定する構造を有するものに限
　る。)を通じて連絡することとし、かつ、同項第３号、第４号及び第１０号を満たすものとする。)
２　建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路
３　建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の屋外階段

　イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からそのいずれかに至る歩行距離
が３０メートル以下となるように設けられていること。

区分 要件

２階に設ける場合 ○ア、イ及びカの要件に該当するものであること。

３階以上に設ける場合 ○アからクまでの要件に該当するものであること。

2歳児 2歳児

1歳児 1歳児

乳児等通園支援事業
を実施する面積

基準面積

0歳児 0歳児

③保育室 定員数
乳児等通園支援事業

を実施する面積
基準面積 ④遊戯室 定員数

1歳児 1歳児

乳児等通園支援事業
を実施する面積

基準面積

0歳児 0歳児

①乳児室 定員数
乳児等通園支援事業

を実施する面積
基準面積 ②ほふく室 定員数



（４）食事の提供（給食を実施している場合のみ記入）

食事の提供方法 有 有

○

フリガナ

責任者氏名

責任者住所

TEL

連携施設　 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連小規模保育事業等 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

社会福祉施設 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

病院等医療機関等 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

TEL

ガスコンロ等 冷蔵庫 電子レンジ

手洗い 冷凍庫 オーブン

シンク 食器消毒保管庫 その他

調理台 食器棚 （ ）

食器洗浄機 （ ）

事業所内 保健所 連携施設 外部搬入 委託先

その他（

事業所職員（ 栄養士 調理師 左記以外（

委託先 その他（ ）

対応する 対応しない

・児童が調理室へ侵入することを防ぐ

※外部搬入により食事を提供する場合は、搬入施設との契約書等を添付すること。

※委託による調理で食事を提供する場合は、委託先との契約書等を添付すること。

（５）健康管理及び衛生管理

実施する　→　（ 身体計測 その他（　　　　　　　　　　　　） 実施しない

体温計 水まくら類 外用消毒薬 絆創膏類

その他（ ）

ブレスチェック 実施する 実施しない

仰向け寝 実施する 実施しない

その他（ ）

調理員対象：年 回　 その他（　　　　　　　）：年 回　

※食事の提供に関わる職員は、概ね毎月の検便が必要

検便の実施

乳幼児の発育検査

備えている医薬品等

乳幼児突然死症候群
(SIDS)の予防策

食事の提供方法・献立・食品の種類・栄養量・調理方法・食育・アレルギー対応に関する方針

具体的内容

※連携施設等から給食を搬入する場合、上記の他、その経路や衛生面の確保の方法、栄養の観点を踏まえた体制、食事の提供に関する責任の所在につ
いても記入すること。

食中毒予防対策（発生・まん延しないための措置などの対応）

具体的内容

献立の作成
））

アレルギーへの対応

調理設備に係る
乳幼児への安全対策

・
・
・
・

調理設備

調理設備の設置場所

栄養士による配慮

〒

外
部
搬
入
の
場
合

搬入施設

搬入施設所在
地等

〒

自園調理 調理室の有無 加熱、保存等の機能を有する設備の有無

（認可保育施設の場合）認可保育施設と同様の提供方法・設備で実施する

自
園
調
理
の
場
合

職　名



（６）安全対策について

有（消火器　□その他：　　　　　　　　　　　） 無

火災報知機等非常警報器具又は設備（　　　　　　　　　　　　　　　）

消防機関へ火災を通報する設備　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

避難器具 有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　 無

カーテン 敷物 建具等

（ 防炎物品） （ 防炎物品） （ 防炎物品 防炎スプレー)

玄関以外の非常口 有 無　　「無」の場合の避難器具　→ 有（　　　　　　　　　　） 無

有 （届出年月日：　　　　　　年　　月　　日　　・　 未届　） 無

避難・救出等訓練

４　保育の方針等

（１）運営の方針、保育における基本的な考え方

実施する 実施しない

実施する 実施しない

実施する 実施しない

親子通園

乳幼児の虐待に対する考え方
や虐待防止のための措置

障害児保育

医療的ケア児保育

（具体的な内容）

（自己評価の方法・内容及び外部評価の方法・内容、並びにそれらの公表及び業務改善について）

運営に関する自己評価等

氏　名

利用手続・利用者に対す
る事前説明

提供する保育の内容等

傷病者の応急手当等に
関する講習修了者
※終了証の写しを添付

職　名 氏　名

職　名 氏　名

職　名

消火訓練 年　　　回 通報訓練 年　　　回 避難救出訓練 年　　　回

消火設備の設置

警報・通報設備

防炎処理

消防計画

防火管理者氏名

疾病予防（感染症）の対応等（どのような対策をしているか、感染症予防・発生時の対策等）

具体的内容

保育従事者の健康管理に関する具体的方策

具体的内容

施設の衛生管理に関する具体的方策（乳幼児の保健衛生や採光、換気、乳幼児の使用する食器、飲用に供する水など）

具体的内容

乳幼児の日々の健康管理に関する方針及び実施内容

具体的内容



(２)保護者との連携・連絡

発行する（年　　　回発行予定） 発行しない

連絡帳を作成する 連絡帳作成しない

連絡方法（ ）

(３)苦情の対応についての具体的方策

書面にて作成済み 作成予定

その他（ ）

有 設置予定 無

※第三者委員会に関する概要・対応内容（ ）

実施する 実施しない

有 無

苦情受付から解決までの手続きについて（受付窓口からその対応策について）

(４)秘密の保持・個人情報の取り扱いについて必要な措置（運営規程に規定されている場合は省略可）

実施する 実施しない

(5)保育従事者の専門性の向上についての具体的方策

有 作成予定 無

有 作成予定 無

有 作成予定 無

実施する 実施しない

※事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保することが必要

5　緊急時の対応方針等

(1)緊急時における対応方法について

有 作成予定 無

火災発生時の対応策

その他の緊急時におけ
る具体的方策

緊急時に乳幼児の安全
を確保するための考え
方

乳幼児のけが、急病時の
具体的な対応策

不審者の侵入など緊急
時の対応策

研修計画の作成

研修報告書の作成

研修受講者から
他の職員への周知

研修記録の保存

（保育従事者育成のための具体的な考え方）

対応マニュアル

相談・苦情内容の記録

改善結果の市への報告

具体的内容

秘密保持に係る研修の
実施

具体的内容

フリガナ

苦情解決責任者氏名 職　名

苦情解決に係る
体制整備

第三者委員会の設置

施設だより

連絡方法

フリガナ

苦情解決担当者氏名 職　名



(2)非常災害対策等に関する取組方針について

有 作成予定 無

有 作成予定 無

有 作成予定 無

(3)事故が発生した場合の対応について

有 作成予定 無

作成する 作成しない

(５)加入している保険について

加入 加入予定 未加入

賠償責任保険 損害保険 その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

※加入予定の場合も各項目を記入してください。

6　その他

（１）地域との連携に関する取組

（2）教育・保育施設との連携・接続に関する取組

※５-（２）については、市における教育・保育施設と乳児等通園支援事業者との連携・接続に関する推進方策にご協力ください。
　 乳児等通園支援事業者が満3歳受入れ可能な幼稚園または認定こども園である場合など、当該施設内で接続可能な場合は、その旨ご記入ください。

市の教育・保育施設一覧を配布する。
必要に応じて、保護者の同意を得て、満3歳到達以降の通園施設への情報提供を行う。

加入状況

保険の種類

保険内容

保険金額

事故もしくはその危険性がある事態が
生じた場合の管理者への報告体制につ
いて

事故原因の分析、改善策の作成方法及
び職員への周知方法について

子どもの安全管理に関する職員研修に
ついて

利用乳幼児やその保護者が安心して利
用できる環境づくりのための方策（地域
との交流を含めた、市、医療機関等関
連機関との連携方策、防犯対策）

事故発生時の対応・事故発生又は再発
防止等に関する指針

状況及び事故後の措置の記録

事故発生時の具体的対応策

利用乳幼児の保護者への周知

非常災害に関する訓練や地域との連携
を含めた具体的な対応策

乳幼児の安全を確保するための方策
（危険防止のための設備）

非常災害対策に関する指針

関係機関への連絡体制

利用乳幼児のための物資の確保
（利用乳幼児の年齢にあった非常食・飲
料等、手拭き・おむつ・おしりふき等の
衛生用品等）



様式②-2

１　基本情報

フリガナ

（２）施設の所在地

電話番号

メールアドレス

（３）設置者名等

）

所在地

電話番号

メールアドレス

（３）代表者 フリガナ

氏　　名

電話番号

メールアドレス

（４）事業所責任者・管理者 フリガナ 有（資格の種類　　　　　　　　　　）

氏　　名 無

年

〒　

電話番号

メールアドレス

（5）緊急連絡先

（６）区分

（８）事業開始予定日

（10）利用料 利用料金（1時間当たり） 円

（11）キャンセル料
キャンセル料の有無

キャンセル料が発生する場合の理由

（９）提供日・時間・
　　 提供を行わない日

余裕活用型乳児等通園支援事業

（７）受入年齢 歳から 歳まで

木更津市

生年月日 　　年　　月　　日 役職

教育職又は児童福祉事業の経験年数

資格の有無

生年月日 　　年　　月　　日 代表就任年月日 　　年　　月　　日

〒　

木更津市

役職

法人種別（

〒　

木更津市

乳児等通園支援事業実施計画書（余裕活用型）

（１）施設名称



（12）給食・おやつ
給食の有無 費用 円

おやつの有無 費用 円

（１3）その他費用（実費徴収）

その他の費用の有無 内容 円

（1４）系列施設 有（系列施設数　　か所〔直営・FC〕うち千葉県内　　か所） 　無

施設種別 所在地

施設名称

施設種別 所在地

施設名称

施設種別 所在地

施設名称

２　職員配置等に関する調書

合計

0人

人 人 人 人

人 人

人 人

３　施設設備状況調書

（１）　施設設備

（有の場合その内容 ）

敷地内 隣接地 連携施設 公園 その他

当該施設からの距離　　　　　　　　　ｍ （名称　　　　　　　　　　）

㎡

⑥その他の設備
（事務室・応接室等）

⑦屋外遊技場

場　所

面　積

④遊戯室

⑤便所

3
開設年月日

設備 室数 面積 有効面積 設置階

合計３～５歳児１・２歳児０歳児（1）定員（１号、２・３号合計）
利用定員の空き枠

１・２歳児

2
開設年月日

1
開設年月日 　　　　　　年　　月　　日

（食事提供の具体的な内容）

費用

保育に必要な職員数

乳児等通園支援事業に従事
できる職員数

0人

保育に従事する職員数

(2)　職員の配置状況 ０歳児
（うち保育士数）

１・２歳児
（うち保育士数）

①乳児室

②ほふく室

③保育室

0人

0人

０歳児

0人

教育・保育の在籍児童数

教育・保育の利用定員



（２） 室別面積等

（各室の面積）※平面図を添付してください

（1.65㎡／人） （３．３㎡／人）

（1.65㎡／人） （３．３㎡／人）

（３．３㎡／人） （３．３㎡／人）

（３．３㎡／人） （３．３㎡／人）

（１．９８㎡／人） （１．９８㎡／人）

（3）食事の提供（給食を実施している場合のみ記入）

食事の提供方法

フリガナ

責任者氏名

責任者住所

TEL

連携施設　 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連小規模保育事業等 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

社会福祉施設 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

病院等医療機関等 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

TEL

ガスコンロ等 冷蔵庫 電子レンジ

手洗い 冷凍庫 オーブン

シンク 食器消毒保管庫 その他

調理台 食器棚 （ ）

食器洗浄機 （ ）

事業所内 保健所 連携施設 外部搬入 委託先

その他（

事業所職員（ 栄養士 調理師 左記以外（

委託先 その他（ ）

対応する 対応しない

・児童が調理室へ侵入することを防ぐ

※外部搬入により食事を提供する場合は、搬入施設との契約書等を添付すること。

※委託による調理で食事を提供する場合は、委託先との契約書等を添付すること。

食事の提供方法・献立・食品の種類・栄養量・調理方法・食育・アレルギー対応に関する方針

具体的内容

※連携施設等から給食を搬入する場合、上記の他、その経路や衛生面の確保の方法、栄養の観点を踏まえた体制、食事の提供に関する責任の所在につ
いても記入すること。

献立の作成
））

アレルギーへの対応

調理設備に係る
乳幼児への安全対策

・
・
・
・

調理設備

調理設備の設置場所

栄養士による配慮

〒

外
部
搬
入
の
場
合

搬入施設

搬入施設所在
地等

〒

調理室の有無 加熱、保存等の機能を有する設備の有無

認可保育施設と同様の提供方法・設備で実施する

自
園
調
理
の
場
合

職　名

2歳児 2歳児

1歳児 1歳児

面積 基準面積

0歳児 0歳児

③保育室 定員数 面積 基準面積 ④遊戯室 定員数

1歳児 1歳児

面積 基準面積

0歳児 0歳児

①乳児室 定員数 面積 基準面積 ②ほふく室 定員数



（4）健康管理及び衛生管理

実施する　→　（ 身体計測 その他（　　　　　　　　　　　　） 実施しない

体温計 水まくら類 外用消毒薬 絆創膏類

その他（ ）

ブレスチェック 実施する 実施しない

仰向け寝 実施する 実施しない

その他（ ）

調理員対象：年 回　 その他（　　　　　　　）：年 回　

※食事の提供に関わる職員は、概ね毎月の検便が必要

４　保育の方針等

（１）運営の方針、保育における基本的な考え方

実施する 実施しない

実施する 実施しない

実施する 実施しない

障害児保育

医療的ケア児保育

（具体的な内容）

運営に関する自己評価等

（自己評価の方法・内容及び外部評価の方法・内容、並びにそれらの公表及び業務改善について）

利用手続・利用者に対す
る事前説明

提供する保育の内容等

乳幼児の虐待に対する考え方
や虐待防止のための措置

親子通園

疾病予防（感染症）の対応等（どのような対策をしているか、感染症予防・発生時の対策等）

具体的内容

保育従事者の健康管理に関する具体的方策

具体的内容

検便の実施

施設の衛生管理に関する具体的方策（乳幼児の保健衛生や採光、換気、乳幼児の使用する食器、飲用に供する水など）

具体的内容

乳幼児の日々の健康管理に関する方針及び実施内容

具体的内容

乳幼児の発育検査

備えている医薬品等

乳幼児突然死症候群
(SIDS)の予防策

食中毒予防対策（発生・まん延しないための措置などの対応）

具体的内容



(２)保護者との連携・連絡

発行する（年　　　回発行予定） 発行しない

連絡帳を作成する 連絡帳作成しない

連絡方法（ ）

(３)苦情の対応についての具体的方策

書面にて作成済み 作成予定

その他（ ）

有 設置予定 無

※第三者委員会に関する概要・対応内容（ ）

実施する 実施しない

有 無

苦情受付から解決までの手続きについて（受付窓口からその対応策について）

(４)秘密の保持・個人情報の取り扱いについて必要な措置（運営規程に規定されている場合は省略可）

実施する 実施しない

(5)保育従事者の専門性の向上についての具体的方策

有 作成予定 無

有 作成予定 無

有 作成予定 無

実施する 実施しない

※事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保することが必要

5　緊急時の対応方針等

(1)緊急時における対応方法について

有 作成予定 無

不審者の侵入など緊急
時の対応策

火災発生時の対応策

その他の緊急時におけ
る具体的方策

研修記録の保存

（保育従事者育成のための具体的な考え方）

対応マニュアル

緊急時に乳幼児の安全
を確保するための考え
方

乳幼児のけが、急病時の
具体的な対応策

秘密保持に係る研修の
実施

具体的内容

研修計画の作成

研修報告書の作成

研修受講者から
他の職員への周知

相談・苦情内容の記録

改善結果の市への報告

具体的内容

苦情解決担当者氏名 職　名

フリガナ

苦情解決責任者氏名 職　名

苦情解決に係る
体制整備

フリガナ

第三者委員会の設置

施設だより

連絡方法



(2)非常災害対策等に関する取組方針について

有 作成予定 無

有 作成予定 無

有 作成予定 無

(3)事故が発生した場合の対応について

有 作成予定 無

作成する 作成しない

(4)加入している保険について

加入 加入予定 未加入

賠償責任保険 損害保険 その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

※加入予定の場合も各項目を記入してください。

6　その他

（１）地域との連携に関する取組

（2）教育・保育施設との連携・接続に関する取組

※５-（２）については、市における教育・保育施設と乳児等通園支援事業者との連携・接続に関する推進方策にご協力ください。
　 乳児等通園支援事業者が満3歳受入れ可能な幼稚園または認定こども園である場合など、当該施設内で接続可能な場合は、その旨ご記入ください。

保険金額

市の教育・保育施設一覧を配布する。
必要に応じて、保護者の同意を得て、満3歳到達以降の通園施設への情報提供を行う。

子どもの安全管理に関する職員研修に
ついて

加入状況

保険の種類

保険内容

事故発生時の具体的対応策

事故もしくはその危険性がある事態が
生じた場合の管理者への報告体制につ
いて

事故原因の分析、改善策の作成方法及
び職員への周知方法について

利用乳幼児やその保護者が安心して利
用できる環境づくりのための方策（地域
との交流を含めた、市、医療機関等関
連機関との連携方策、防犯対策）

利用乳幼児のための物資の確保
（利用乳幼児の年齢にあった非常食・飲
料等、手拭き・おむつ・おしりふき等の
衛生用品等）

事故発生時の対応・事故発生又は再発
防止等に関する指針

状況及び事故後の措置の記録

非常災害対策に関する指針

関係機関への連絡体制

利用乳幼児の保護者への周知

非常災害に関する訓練や地域との連携
を含めた具体的な対応策

乳幼児の安全を確保するための方策
（危険防止のための設備）


